
(総興ll)

第 1条 発注者 (以下 「甲」という。)及び受注者 (以下「乙」という。)は、この契約書 (頭書
を含む。以 ド同じ。)に基づき、設計図書 (別冊の図面、仕様書、現場説日月書及び現場説明に対

する質問回答書をいうじ以下同じ。)に従い、日本国の法令を遵守と/、 この契約 (この契約書及

び設
―
計図書をブヽ1容 とする業務の委託契約ノ争

,ぃ ぅっ以下同じ。)を履行 しなければならない。

2 乙は、契約書記載の業務 (以下 「業務どという。)を契約書記載の履行期間 (以下「履行期
F粛号どという。)内 に完了し、契約の目的物 (以 下「成果物Jと いう。)を 甲に引き渡すものと

し、甲は、その業務委託料を支払うt)の とする。

3 甲は、その意図する成果物を完成させるため、業務に関する指示を乙叉は乙の管理技術者に対
して行 うことができるここの場合において、乙又は乙の管理技術者は、当該指示に従い業務を行

わなければならない。

4 乙▼ま、この契約書若しくは設計図書に特別の定めがある場合又は前項の指示若しくは甲乙協議
がある場合を除き、業務を完了するために必要な一切の手段をその責任において定めるものとす

る。

5 乙はく業務を行 う上で知り得た秘密を他人に漏らしてはならないc
6 この契約の履行に関して甲乙間で用いるき語は、日本語とする。
7 この契約書に定める企銭の支払に用いる通貨は、日本円とする。
8 この契約の履行に関して甲乙F日弓で用いる計量単位は、設計図書に特別の定めがある場合を除
き、計豊法 (平成 4年法律第51号)に定めるものとするも

0 この契約書及び設計図書における期間の定めについては、民法 (H月治29年法律第89号)及び商
法 (明治32年法律第43号)の定めるところによる咤)の とする。

10 この契約は、日本国の法令に準拠するもt′′lと する。

11 この契約に係る訴訟の提起又は調停 (第 6と条の規定に基づき、甲乙協議の上濃任される調停人

が行うものを除く。)の 申立てについては、目本国の裁判所をもつて合意による専属的管轄裁判

所とする。  |
12 乙が設計共同体を結成している場合においては、甲は、この契約に基づくすべての行為を設計

共同体の代表者に対して行うものとし、甲が当該代表者に対して行ったこの契約に基づくすべて

の行為は、当該共同体のすべての構成長に対して行r)た ものとみなし、また、乙は、甲に対 して

行 うこの契約に基づくすべての行為について当該代表者を通じて行わなければならない。

13 乙な、この契約による事務を処理するための個人情報の取扱いについては、別記「r匹人情報取

扱特記事項」を蓬守しなければならない。

(鶴示等及び纏議録馨面童畿〕

第 2条  この契約書に定める指示、催告、請求、通知、報告、中出、承諾、質問、回答及び解除
(以 下「指示等速という。)は、書面により行わなければならない。  「

2 前項の規定にかかわらず、緊急やむを得ない事情がある場合には、甲及び乙は、自1項に規定す
る指示等を口頭で行うことができる。この場合において、 lギ及び乙は、既に行った指示等を書面

に記載 し、 7日 以内にこれを相手方に交付するものとする。

3 甲及び乙は、この契約書の他の条項の規定に基づき協議を行うときは、当該協議の内容を書面
に記録するものとする3

(業務五程表の提出)                    ,
第 3条 乙は、この契約締結後14日 以内に設計図書に基づいて業務工程表を作成し、甲に提出しな

1



ければならない。

2 甲は、必要があると認めるときは、前項の業務工程表を受理した日から7日 以内に、乙tこ対し
てその修正を請求することができる。

3 この契約書の他の条項の規定により履行期間叉 |ま設計区1書が変更された場合において、甲は、
必要があると認めるときは、乙に対して業務工程表 (7)再提出を請求することができる。この場合

において、第 1項中「こφ契約締結後Jと あるのは「碧該講求があつた日から」と読み替えて、

前 2項の規定を準用する。

4 業務工程表は、甲及び乙を角東するt)のでiまない。
(契約の繰誕 )

第 4条 削除
(権奉l義務の議渡等の禁迭〕

繁 3粂  乙は、この契約により生ずる権利Xは義秘を第三者に譲渡し、又は承継させてはならな
い。ただし、あらかじめ、甲の承諾を器た場合は、この限りでない。       「

2 乙な、成果物 (未完成の成果物及び業務を行う監で得られた記録等を含む。)を第二者に譲渡
し、貸与し、又は質権その他の担保の目的に供してはならなぃ。ただし、あらかじめ、甲の承講

を得た場合は、この眼りでない。

3 乙が前払金の使用や部分払等によつて )ヽなおこの契約の履行に必要な資金が不足することを疎
明したときは、甲は、特段の理由がある場合を除き、乙の業務委託料償権の譲渡について、第 1

項ただし書の承講をしなければならない。

4 乙は、前項の規定により、第 1項ただし書の承諾を受けた場合は、業務委託料債権の譲渡によ
り得た資金をこの契約の履行以外に使用してはならず、またその使途を疎明する書類を甲に提出

しなければならない。

(薯作権の譲渡等)

第 6条 乙は、成果物 (第 39条第 1項の規定により読み替えて準用される第32条 に規定する指定部
分に係る成果物及び第39条第 2項の規定により読み替えて準用される第32条 に規定する引渡部分

に係る成果物を含む。以 下本条において同じ.)が著作権法 (昭和45年法律第48号)第 2条第 1

項第 1号に規定する著作物 (以下本条において「著作物」という。)に該当する場合には、当該

著作物に係る乙の著作権 (著作権法第21条から第28条までに規定する権利をいうc)を当該著作
物の引渡し時に甲に無償で譲渡する。

2 甲は、成果物が著作物に該当するとしないとにかかわらず、章該成果物の内容を乙の承諾なく
自由に公表することができ、また、当該成果物が著作物に該窮する場合には、乙が承諾したとき

に限り、既に乙が当該著作物に表示した氏名を変更することができる。

3 乙は、成果物が著作物に該当する場合において、甲が当該著作物の利用目的の実現のためにそ
のぬ容を改変しようとするときは、その改変に同意する。また、甲は、成果物が著作物に該当し

ない場合には、当該成果物の内容を乙の承諸なく自由に改変することができる。

4 乙は、成果物 (業務を行う上で得られた記録等を含む。)が著作物に該当するとしないとにか
かわらず、甲が承諾した場合には、当該成果物を使用又は複製しくまた、第 1条第 5項の規定に

かかわらず当該成果物の内容を公表することができる。

5 甲は、乙が成果物の作成に当たつて開発したプログラム (著作権法第10条第 1項第 9号に規定
するプログラムの著作物をいう。)及びデータベース (著作権法第12条の 2に規定するデータベ

ースの著作物をいう。)について、乙が承誌した場合には、別に定めるところにより、当該プロ
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グラム及びデータベースを利用することができる。

(―播再委託等の禁止)

第 7条 乙は、業務の全部を一括して、又は甲が設計図書において指定した主たる部分を第二者に
委任 し、又ほ請け負わせて1まならない.

2 乙な、前項の主たる部分のほか、 Fl言 が設計図書において指定した部分を嘉三者に委任し、又は
講け負わせてはァ́ょ`らない。

3 乙は、業務の一部を第主者に委任し、又は請け負わせようとするときは、あらかじめ、甲の承
諸を得なければならな孝ヽふただ tィ、甲が設計図書において指定した軽微な部分を委任し、叉才ま請

け負わせようとするときは、この限りでない。

4 甲は、乙に対して、業務の一部を萎任 し、叉は講主す負わせた者の商号又は_名称その絶必要な事
項の通知を請求することができる。

(孝寺許権等の使爵 )

第 8条 乙は、特許権、実用新案権、意屋権、商標権その他日本国の法令に基づき保護される第二
者の権利 (以 下本条において「特許権等どという。)の封象となつている施行方法を使用すると

きは、その使用に関する一切の責任を負わなければならない。ただし、甲がその施行方法を指定

した場合において、設計図書に特許権等の対象である雪の明示がなく、かつ、乙がその存在を知

らなかったときは、甲は、乙がその使用に関して要した費用を負担しな iすればならないも

(憲睡権め実施の承諾等)

第 8条の 2(農 ) 乙は、自ら有する挙録意匠 (意匠法 (昭和34年法律第125号)第 2条第 3項に
定める登録意屋をいうc)を設計に用い、叉は成果物によって表現される構造物若 しくは成果物
を利用して完成した構造物 (以下 「本件構造物等」という。)の形状等について同法第 3条に基

づく意匠登録を受けるときは、甲に対し、本件構造物等に係る意匠の実施を無償で承諾するもの

と→
~る
。

2 乙は、本件構造物等の形状等に係る意匠登録を受ける権利及び意匠権を第二者に譲渡し、叉は
承継させてはならないじただし、あらかじめ、甲の承諾を得た場合は、この限りでないと

第 8条の2(B) 乙は、自ら有する登録意匠 (意匠法 (R害和34年法律第125号)第 2条第 3項に
定める苓録意歴をいうc)を設計に用いるときは、甲に対し、成果物によって表現される本青造物
または成果物を利用して完成した構造物 (以下 千本件構造物等」というと)に係る意匠の実施を

無償で承諾するものとする。

2 乙は、本件措造物等の形状等に係る意匠法第 3条に基づく意匠登録を受ける権利を甲に無償で
譲渡するものとする。

〔注〕本条は、上本設計業務を委託する場合に、当該業務の内容に応 じて、選択的イこ適用する。

(翻甕騒長)

錢鬱桑 甲は、調査職員を置いたときは、その氏名を乙に通知しなければならない。その者を変更
したときも、同様とする。

2 調査職員は、この契約書に基づく甲の権限とされる事項のうちF,が必要と認めて調査職員に委
任したもののほか、設計図書に定めるところにより、次に掲げる権眼を有する。

(1)甲 の意図する成果物を'完成させるための乙又は乙の管理技術者に対する業務に関する指示

(2)こ の契約書及び設計図書の記載内容に関する乙の確認の申出又は質問に対する承諾又はlttl答

(3)こ の契約の履行に関する乙又は乙の管理技術者との脇議

(4)業務の進捗の確認、設計陳1書の記載内容を履行内容との照合その他契約の履行状況の調査
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3 甲は、 2名以上の調査職員を置き、前項の権眼を分担させたときにるつてはそれぞれの調査職

員の有する権限の内容を、調査職員にこの契約書に基づく甲の権限の一部を委任 したときにあつ

ては当該委任した権眼の内容を、乙に通矢「しなければならない。

4 第 2項の規定に基づく調査職員の指示又は承語は、原則として、書面により行わなければなら
ない。

5 第 1項の規定により、甲が調査職員を置いたときは、この契約書に定める指示等は、設計図書
に定めるものを除き、調査職員を経由して行 うものとする。この場合においては、調査職員に到

達した日をもつて甲に到進したものとみなす。

(管理機術者 )

第10条  とアは、業務の技術上の管理を行う管理技術者を定め、その氏名その他必要な事項を甲に通

知しなけれ,ばならない。管理技術者を変更したときも、同様とする。

2 管理技術者は、この契約の履行に関し、業務の管理及び統轄を行うほか、業務委託料の変更、
業務委託料の請求及び受領、第14条第 1項の請求の受理、同条第 2項の決定及び通知、並びにこ

の契約の解除に係る権限を除き、この契約に基づく蔵の一切の権眼を行使することができる。

3 乙は、前項の規定にかかわらず、自己の有する権限のうちこれを管理技術者に委任せず自ら行
使 しようとするものがあるときは、あらかじめ、当該権眼の内容を甲に通知しなければならな

い 。

(照査技術奢 )

第稔1条  乙ti、 設計図書に定める場合には、成果物の内容の技術上σ)照査を行 う照査技術者を定
め、その氏名その他必要な事項を甲に通知しなければならない。その者を変更したときも、同様

とする。          ′

2 照査技術者は、前条第 1項に規定する管理技術者を兼ねることができないぅ
(地元関係者と∽交渉籍)

第12粂 地元関係者との交渉等は、甲が行 うものとする。この場合において、甲の指示があるとき
は、乙はこれに協力しなければならない。

2 前項の場合において、甲は、当該交渉等に開して生じた費用を負担しなければならない。
(童雄入の立入り)

第建3条 乙が調査 rた,た めに第二者が所有する土地に立ち入る場合において、当該土地の所有者等の

承諾が必要なときは、甲がその承諾を得るものとする。この場合において、甲の指示があるとき

は、乙はこれに協力しなければならない。

罐 理機麓着等健藷する措置藷求)

第 1珠条 甲は、管理技術者若しくは照査技術者又は乙の使用人若しくは第 7条第 3項の規定により
乙から業務を委任され、オ しくは講け負った者がその業務の実施につき著しく不適当と認められ

るときは、乙に対して、その理由を日月示 した書面により、必要な措置をとるべきことを請求する

ことができる。

2 乙は、前項の規定による請求があつ々ときは、碧該請求に係る事項について決定し、その結果
を請求を受けた日から10日 以内に甲に通知しなければならない。

3 乙は、調査職員がその職務の執行につき著しく不適当と認められるときは、甲に対して、その

理由を明示した書面により、必要な措置をとるべきことを請求することができる。

4 1甲 は、前項の規定による請求があつたときは、当該請求に係る事項について決定し、その結果

を請求を受けた日から10日 以内に乙に達知しなければならない。
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(履行報告 )

欝竜5条  乙は、設計図書に定めるところにより、契約の履行について甲に報告しなければならな
い 。

(黄与轟等)

繁弱粂 甲が乙に貸与し、叉は支給する調査機械器具、図面その他業務に必要な物品等 (以下 干貸
与母1等Jと いうし)の爆1名 、数量、轟1質、規格叉は性能、引渡場所及び引捜時期は、設計図書に

定めるところによる。

2 乙は、貸与晶等の引渡しを受けたときは、引渡しの日から7日 以内に、甲に受領書又は借用書
を提出しなければならない3

3 乙は、貸与轟1等を善良な管理者の注意を咤)つ て管理 しなければならない。
4 乙は、設計図書に定めるところにより、業務の完了、設計区1書の変更等によつて不用となった

貸与轟二等をl11に返還しなければならない。

5 乙は、故意叉は過失 |こ より貸与轟1等が滅失布しくはき損し、又はその返還が不可能となつたと

きは、甲の指定した期間 l′

たヽ
lに代品を納め、若しくは原状に復して返還し、又は返選 tこ代えて損害

を賠償しなけれ tぎならない。

(設計図書と業務ぬ容が一験し憩い場合め鰺輔義務)         「`

簾ほy粂  乙は、業務の内容が設計図書又は甲の指示若 しくは甲乙協議のノヽl容 に適合 しない場合に
は、これらに適するよう必要な修補を行わなければならない。この場合において、当該不適合が

甲の指示によるときその他甲の責に帰すべき事由によるときtま、甲は、必要があると認められる

ときは、履行期間若しくは業務委託料を変更し、又は乙に損害を及ぼしたときは必要な費用を負

担しな iすねッばならない。

(条件変璽等 )

第18条  乙は、業務を行 うに碧たり、次の各号のいずれかに該当する事実を発見したときは、その

旨を直ちに甲に通知し、その確認を請求 しなければならな▼′ヽ。

(1)区i面、仕様書、現場説明書及び現場説明に対する質問回答書が一致しないこと (これら
′
'9優

先順位が定められている場合を除く。 )

(2)設計図書に誤謬又は脱鴻があること

(3)設計図書の表示が明確でないこと

(4:)疲行上の制約等設計図書に示さ液′た自然的又は人為的な履行条件と実際の履行条件が祁違す

ること     、
(5)設計図書に日月示されていない履行条件について予期することのできない特別な状態が生じた

こと           、

2 甲は、前項の規定による確認を請求されたとき又は自ら前項各号に掲げる事実を発見したとき
は、乙の立会いの ド、直ちに調査を行わなければならない。ただし、乙が立会いに応じない場合

には、乙の立会いを得ずに行 うことができるc

3 甲は、乙の意見を聴いて、調査の結果 (これに対してとるべき措置を指示する必要があるとき

は、当該指示を含む。 )｀ をとりまとめ、 ,デ碑再査の終了後14日 以内に、その結果を乙に追知しなけれ

ばならない。ただし、その期間内に通知できないやむを得ない理由があるときは、あらかじめ、

乙の意見を聴いた上、当該期間を廷長することができる。

4 前項の調査の結果により第 1項各号に掲げる事実が確認された場合において、必要があると認
められるときは、甲は、設計陳1書の訂正又は変更を行わなければならない。
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5 前項の規定により設計図書の訂正叉は変更が行われた場合において、甲は、必要があると認め
られるときは、履行期間肴 しくは業務委託料を変更し、叉は乙に損害を及ぼしたときは、必要な

費用を負担しなければならないぅ

(設計図書等の変更 )

第19粂  峙1は、必要があると認めるときは、設計図書叉は業務に関する指示 (以下本条及び第21条
において「設計図書等」という。)の変更内1容を乙に通知して、設計図書等を変更することがで

きる。この場合において、甲は、必要があると認められるときは、履行期間若しくは業務委託料

を変更し、又は乙に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならないぅ

(業務の申進 )

第20条 第二者の所有する土地への立入 りについて当該土地の所有者等の承諾を得ることができな
いため又は異 l_亀 l、 豪雨、洪水、高潮、地震、地すべり、落盤^火災、騒乱、暴動その他の自然的

又は人為的な事象 (以下本条及び第30条 において「天災等こという。)であつて乙の責に帰すこ

とができないく)の により、作業現場の状態が著しく変動したた′ゾⅢ、乙が業務を行うことができな

いと認められるときは、甲は、業務の l学生内容を直ちに乙に通知して、業務の全部又 |ま一部を下

時中止させなければならない.

2 甲は、前項の規定によるほか、必要があると認めるときは、業務の中止内容を乙に通知して、
業務の全部又は

二
部を一時中止させることができると

3 甲は、前 2項の規定により業務を一時中止させた場合において、必要があると認められるとき
は履行期間若しくは業務委託料を変更し、又は乙が業務の続行に備え業務の一時中止に伴う増加

費用を必要としたとき若 しくは乙に損害を及ぼしたときは、必要な費用を負担しな }すればならな

モ′`。

(業務 tこ係る乙の提案 )

繁2彗 条 乙は、設計図書等について、技術的又は経済的に優れた代替方法その他改良事項を発見
し、叉は発案 したときは、「ドに対して、当該発見叉は発案に基づき設計図書等の変更を提案する

ことヵ予cき る。

兌 甲は、前項に規定する乙の提案を受けた場合において、必要があると認めるときは、設計隊1書
等の変更を乙に通知するものとする。

3 甲は、前項の規定により設計図書等が変更された場合において、必要があると認められるとき
は、渡行期間又は業務委託料を変更しなければならないぅ

(適正な矮衛期擬幹設定)

第22条 甲は、履行期 F口司の延長又は短縮を行うときは、この業務に従事する者の労働時間その他の

労働条件が適正に確保されるよう、やむを得ない事由により業務の実施が困難であると見込まれ

る日教等を考慮しなければならない。

(乙∽請求による矮衛霧鐵の睡嚢)

繁28桑 乙は、その責に帰すととができない事由により履行期 F何弓内に業務を完 Fすることができな
いときは、その理由を明示した書面によりl11に履行期間の延長変更を請求することができる。

2 甲は、前項の規定による請求があった場合において、必要があると認められるときは、履行期
F耐弓を延長しなければならない。甲は、その履行期間の延長が甲の責に帰すべき事由による場合に

おいては、業務委託料について必要と認められる変更を行い、 _走は乙に損害を及ぼしたときは必

要な費用を負担しなけ漁ノばならないっ

(甲 の請求ほよる矮行期間の短縮等)
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第24条 甲は、特別の理由・により履行期間を短縮する必要があるときは、履行期間の短縮変更を登
に講求することができるじ

2 甲は、前項の場合において、必要があると認められるときは、業務委託料を変更しA又 は乙に
損害を及ぼしたときは、必要な費用を負担しなければならない。

(騒各鶏厨霞尋の変更方法)

鋒25条 履行期間の変更については、甲乙瘍議して定める。ただし、協議開始〔ア〕日から14日 以内に

協議が整わない場合には、甲が定め、乙に通知する。

2 前項の協議開始の日については、甲が乙の意見を聴いて定め、乙に通如するものとする。ただ
し、甲が履行期間の変更事由が生じた日 (第23条の場合にあつては、甲が履行期 F日写の変更の請求

を受けた日、前条の場合にあらては、乙が履行期間の変更の請求を受けた日とする。)か ら7口

以為に協議開始の日を通丼しない場合には、乙は、協議開始の日を定め、甲に通知することがで

きる。

(業務委託料の変更方法等)

第26条 業務委託料の変更については、甲乙協議して定める。ただし、協議 Fテ r弓始の日から14日 以内
に協議が整わない場合には、甲が定め、乙に通知する。

2 前項の協議開始の目については、甲が乙の意見を聴いて定め、乙に通知するモ)の とする。ただ
し、甲が業務委託料の変更事由が生じた日から7園 以ノヽ1に 協議開始の日を通知しない場合には、

乙は、協議開始の日を定め、甲に通知することができるぅ

3 この契約書の規定により、乙が増加費用を必要とした場合又1ま損害を受けた場合に甲が負担す
る必要な費用の額については、甲乙協議 して定める。

(臨機の捨置)

第27条  乙は、災害防止等のため必要があると認めるときは、臨機の措置をとらなければならな
い。ヽこの場合において、必要があると認めるときは、乙は、あらかじめ、甲の意見を聴かなけれ

ばならない。ただし、緊急やむを得ない事情があるときは、この限りでない。

2 前項の場合においては、乙は、そのとつた措置の内容を甲に直ちに通表Hしなけ漁ノばならないっ
3 甲は、災害防止その他業務を行うとで特に必要があると認めるときは、乙に対して陥機の措置
をとることを請求することができるっ

4 乙が第 1項叉は前項の規定により臨1幾の措置をとった場合において、当該措置に要した費用の

うち、乙が業務委託料の範囲において負担することが適当でないと認められる部分については、

甲がこれを負担する。

(―機的機害)

簾2患条 成果物の引渡し前に、成果物に生じた損害その他業務を行 うにつき生 じた損害 (次条第 1

項、第 2項肴しくは第 3項又は第30条第 1碩に規定する損害を除く。)については、乙がその費

ヂ:lを負担する。ただし、その損害 (設計図書に定めるところにより付された保険によりてん補さ

れた部分を除く。)の うち甲の責に帰すべき事由により生じたものについては、甲が負担する。

(簾通奢‡逮及ぽした擬薯 )

繁29粂 業務を行うにつき第二者に及ぼした損害 (第 3項に規定する損害を除く。)について、当
該第二者に対して損害の賠償を行わなければならないときは、乙がその賠償額を負担する。

2 前項の規定にかかわらず、i司項に規定する賠償額 (設計図書に定めるところにより付された保
険によりてん補さ漁/た部分を除く。)の うち、甲の指示、貸与置ェ等の性状その他甲の責に婦すが

き事由により生したものについては、甲がその賠償額を負担する。ただし、乙が、甲の指示又は
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貸与品等が不適当であること等叩の責に帰すべき事由があることを知 りながらこれを通矢「しなか

ったときは、この限りでない。

3 業務を行 うにつき通常避けることができない騒音、振動、地 ド水の断絶等の理由により第二者
に及ばした損害 (設計図書に定めるところにより付された保険によりてん補された部分を除

く。)について、当該第二者に損害の賠償を行わなければならないときは、叶lがその賠償額を負

担しなけ漁ノばならないっただし、業務を行うにつき乙が善良な管理者の注意義務を怠ったことに

より生じたものについては、乙が負担する。

4 前 3項の場合その他業務を行うにつき第二者との間に紛争を生じた場合においては、甲乙協力
してその処理解決に当たるものとするc

(不電統ぬ |こよる損害 )

繁愚Θ条 成果初のじ1渡 し前に、天災等 (設計図書で基準を定めたものにあつては、当該基準を超え
るものに限る。)で甲と乙のいずれの責にも帰すことができないもの (以下本条において「不可

抗力」という。)に より(試験等に供さ漁ブる業務の出来形部分 (以下本条及び第56条において
「業務の出来形部分」という◆)、 仮設物又子ま作業現場に搬入した調査機械器具に損害が生した

ときは、乙は、その事実の発生後直ちにその状況を甲に通矢Πしなければならない。

2 甲は、前項の規定による通知を受けたときは、直ちに調査を行い、同項の損害 (乙が善良な管
理者の注意義務を怠ったことに基づくもの及び設計図書に定めるところにより付された保険によ

りてん補された部分を除く。以 下本条において「損害Jと いう。)の状況を確認し、その結果を

乙に通知と′なければならない。

3 乙は、前項の規定により損害の状況が確認されたときは、損害による費用の負担を甲に請求す
ることができる。

4 甲は、前項の規定により乙から損害による費用の負担の請求があらたときは、当該損害の額
(業務の出来形吉る分、仮設物又は作業現坊に搬入した調査機械器具であって立会いその他乙の業

務に関する記録等により確認することができるものに係る額に限るc)及び当該損害の取片付け
に要する費用の額の合計額 (第 6項において 「損害合計額Jと いう。)の うち、業務委託料の10

0分の 1を超える額を負担しなければならない。

5 説項に規定する損害の額は、次の各号に掲げる損害につき、それぞれ当該各号に定めるところ
により、算定する。

(1)業務の出来形部分に関する損害

損害を受けた業務の出来形部分に相応する業務委託料の額とし、残存価格がある場合にはそ

の評価額を非し引いた額とする。

(2)仮設物又は調査機械器具に関する損害

損害を受けた仮設物又は調査機械器具で通常妥当と認められるものについて、碧該業務 :ё償

却することとしている償却費の額から損害を受けた時点における成果物に相応する償却費の額

を赤し引いた額とする。ただし、修繕によりその機能を回復することができ、かつ、修繕費の

額が上記の額より少額であるものについては、その修繕費の額とする。

6 数次にわたる不 H∫抗力により損害合計額が累積した場合における第 2次以降の不葛^抗力による
損害合計額の負担については、第 4項中 「当該損害の額Jと あるの tま 「損害の額の累計ほと、
「当該損害の取片付けに要する費用の額どとあるのは 子損害の取片付けに要する費用の額の累

計Jと 、 「業務姿託料の 100分のとを超える額Jと あるのは、 「業務姿託料の100分のとを超え

る額から既に負担した額を差し引いた額」として同項を適用する。
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(業務委託料の変更に代える設計図書の変更)

第31条  甲は、第 8条、第 17条から第21条まで、第23条、第24条、第27条、第28条、前条、第34条
又は第44条の規定により業務委託料を増額すべき場合又は費用を負担すべき場合において、特別

の理由があるときは、業務委託料の増額叉は負担額 tr)企都叉ii一部に代えて設計図書を変更する

ことができるっこの場合において、設計図書の変更内容は、甲乙協議して定めるcただし、協議

開始の日から14日 以ハlに 協議が整わない場合には、甲が定め、乙に通知する。

2 前項の協議開始の目については、甲が乙の意見を聴いて定め、乙に通知しなければならない。
ただし、甲が前項の業務委託料を増額すべき事由又は費用を負担すべき事由が生じた日から7用

以内に協議開始の日を通知しない場合には、乙は、協議開始の日を定め、甲に通知することがで

きる。

(検査及ぴ引渡じ)

第32条 乙は、業務を完了したときは、その旨を叩に通知しなければならない。
2 甲は、前項の規定による通女Hを受けたときは、通角1を受けた日から10日 以内に乙の立会いの

ド、設計図書に定めるところにより、業務の完了を確認するための検査を完了し、当該検査の結

果を乙に通知しなければならない。

3 甲は、前項の検査によつて業務の完了を確認 した後、乙が成果物の引渡しを中し出たときは、
直ちに当該成果物の引渡 しを受けなければならないと

4 甲は、乙が前項の中出を行わないときは、当該成果物の引渡しを業務委託料の文V、の完了と同
時に行 うことを請求することができる。この場合においては、乙とよ、ヽ該請求に直ちに応じなけ

舜
フ
しばならない。

5 乙は、業務が第 2項の検査に合格しないときは、直ちに修補して甲の検査を受けなければなら
ない。この場合に潜いては、修縮の完了を業務の完了とみなして前 4項の規定を読み替えて準用

する。

(業務委託料の支李ム〕

簾38粂  乙は、前条第 2項 (前条第 5項において読み替えて準用する場合を含むる以下本粂におい
て同じ。)の検査に合格 したときは、業務委託料の支払を講求することができる。

2 甲t攻、前項の規定による請求があっヽたときは、請求を受けた日から30日 以内に業務委託料を支
払わなければならない。

3 甲がその責に帰すべき事由によb前条第 2項の期間 ダヽlに検査をしないときは、その制限を経過
した日から検査をした日までの期 F卜1弓 ry)日数は、前項の期間 (以 ドこの項において「約定期間」と

いう。)の 日数から差し′引くものと→
卜
る。この場合において、その遅延 目数が約定期 F耳月の日数を

超えるときは、約定期間は、遅廷日数が約定期間の目数オr超 えた日において満了したものとみな

す。

(引渡し前におこする威黒鬱の使用 )

第34条  甲は、第32条第 3項岩しくは第 4項叉は第39条第 1項若しくは第 2項の規定による引渡し
前においても、成果物の企都又は ^部を乙の承諾を得て使用することができるc

2 前項の場合においては、甲は、その使用部分を善良な管理者の注意をもって使用しな tすればな
らないc

3 甲は、第 1項の規定により成果物の企都叉は ‐部を使用したことによって乙に損害を及ぼした
ときは、必要な費用の負担をしなければならない。

(範金払 )
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第35条  乙は、公共工事の前払金保証事業に関する法律 (昭和27年法律第184勒 第 2条第 4項に

規定する保証事業会社 (以下本条ガ文び次条において「保証事業会社」という。)と 、契約書記載

の履行期限を保証期跛とし、同条第 5項に規定する保証契約 (以 ド本条及び次条において 耳保証

契約 1と いう。)を締結し、その保証証書を甲に寄託して、業務萎託料の10分の 3以内の競払金

の支払を甲に講求することができる。

2 乙は、前項の規定による保証証書の寄託 |こ代えて、電子情報処理組織を使用する方法その他の

情報通信の技術を使用する方法 (以 ド「電磁由方法」という。)であつて、当該保証契約の相手

方たる保証事業会社が定め、甲が認めた措置を講ずることができる。この場合において、乙は、

当該保証証書を寄託したものとみなすc

3 甲は、第 1項の規定による請求があったときは、請求を受けた日かを)14日 以内に前払金を支拡
わなけ舞朝ずならない。

4 乙は、業務委託料が著しく塔額された場合においては、その増額後の業務委託料の19分の 3か

ら受領済みの議払金額を差しう|いた額に相当する額の範囲内で前払企の支私を請求することがで

きる。この場合においては、前項の規定を読み替えて準用する。

5 乙は、業務委託料が著しく減額された場合において、受領済みの前払金額が減額後の業務委託
料の10分の4を超えるときは、乙は、業務委託料が減額された日から30日 以ぬtと、その超過額を

返還しな iサ
‐
ればならないじ

6 前項 (ア)超逃額が相業の額に達し、遮送することが内1払金の使用状況からみて著しく不適当であ
ると認められるときは、甲と乙とが協議して返送すべき超過額を定める。ただし、業務委託料が減

額さオ負ァた日から30日 以為に脇議が整わない場合には、甲が定め、乙に通知する。

7 甲は、乙が第 う項の期 F舞弓内に超過額を返還 となかつたときは、その木返還額につき、同項の期
間を経過した日から返還をする日までの期間について、その口数に応じ、政府契約の支払遅延防

止等に関する法律 (F言和24年法律第256号D以 下「支払遅廷防止法こという。)第 8条第 1項の

規定に基づき定められた率の割合で計算した額の遅延利′亀、の支払を請求することができる。

(保証契約の変霊)

簾36条 乙は、前条第 4項の規定により受領済みの前払金 tこ追加 してさらに前払金の支仏を請求す
る場合には、あらかじめ、保証契約を変更し、変更後の保証証書を甲に寄託しなければならな

い 。

2 乙は、前項に定める場合のほか、業務委託料が減額された場合において、保証契約を変更した
ときオま、変更後の保証証書を直ちに甲に寄託 しなければならない。

3 /_イま、第 1項叉態第 2項の規定による保誰訂r害の寄託に代えて、電磁的方法であつて、当該保

証契約の相手方たる保証事業会社が定め、甲が認めた措置を講ずることができる。この場合に痛

いて、乙は、当該保証証書を寄託 したものとみなすc           ′

4 乙は、前払金額の変更を伴わない渡行期 FH写の変更が行われた場合には、甲に代わりその旨を保
訂F事業会社に直ちに通知するものとするし

(前李ム金翰錢爵等)                   
｀

第37嚢 乙は、前払金をこの業務り材料費、労務費、外注費、機械購入費 (こ の業務において償去「
される割合に相当する額に限るも )ヽ 動力費、支払運賃及び保証料に相当する額として必要な経

費以外の支払に充当してはならないと

(部分李嵐〕
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第38条 乙は、業務の完了前に、乙が既に業務を完了した書る分 (次条の規定により部分引渡しを受
けている場合には、当該引渡し部分を除くものとし、以下「既履行部分Jと いう。)に相応する

業務委託料相当額の10分の 9以内の額について、次項から第 7頂までに定めるところにより部分

払を請求することができる。ただし、この請求は、履行期間中 国を超えることができない。
2 乙は、部分払を請求しようとするときは、あらかじめ、当該請求に係る既履行部分の確認を甲
に講求しなければならない。

3 甲は、前項の場合において、当該請求を受けた日から10日 以内に、乙の立会いの と、設計図書
に定めるところにより、同項の確認をするための検査を行い、当該確認の結果を乙に

'邑

知しなけ

ればならない。

4 前項の場合において、検査に直接要する費用は、乙の負担とする。
5 部分拡金の額は、次の式により算定する。この場合において、第 1項の業務委託料相当額は、

甲乙協議 して定める。ただし、甲が第 3項の通知にあわせて第 1項の業務委託料相当額の協議を

中し′出た日から10日 以内に協議が整わない場合には、甲が定め、乙に通知する。

部分払金の額≦第 1項の業務委託料相当額× (9/10-前払全額/業務委託料)

6 乙は、第 3項の規定による確認があったときはヽ前瑛の規定により算定された額の部分私を請
求することができる。この場合においては、Hlは、当該請求を受けた日から14目 以内に部分払金

を支払わなければならない。

7 前項の規定により部分払金の支払があつた後、再度書る分払の請求をする場合においては、第 1

項及び第 5項中「業務委託料相当額」とあるのは「業務委託料相当額から既に部分払の対象とな

った業務委託料相当額を控除愁た額」とするものとする。

(部分審i渡 し)

第39粂 成果物について、甲が設計図書において業務の完了に先だって引渡しを受けるべきことを

指定した部分 (以下本条において「指定部分」という。)がある坊合において、当該指定部分の

業務が完了したときについては、第32条中「業務Jと あるのは「指定部分に係る業務Jと 、 子成
果物」とあるのは「指定部分に係る成果物」と、同粂第 4項及び第38条 中「業務委託料Jと ある

のは「部分引渡しに係る業務委託料」と読み替えて、これらの規定を準用する。

2 前項に規定する場合 t′

′うほか、成果物の
二部分が完 了し、かつ、可分なものであるときは、甲

は、当該部分について、乙の承諾を得て引渡しを受けることができる.こ の場合において、第3E

条中「業務ことあるのは「引渡部分に係る業務」ヽと、「成果物Jと あるのは「引渡部分に係る成

果物Jと 、同条第 4項及び第33条中「業務委託料Jと あるのは「部分引渡しに係る業務委託料」

と読み替えて、これらの規定を準用する9

3 前 2項の規定により準用される第33条第 1項の規定により乙が請求することができる部分引渡
しに係る業務姿託料は、次の各号に揚げる式により算定する。この場合において、第 1号中 写指

定部分に相応する業務委託料聾及び第 2号中 子引捜部分に相応する業務委託料Jは、甲乙協議し

て定める。ただし、甲が荷を2項において読み番えて準用する第32条第 1項の検査の結果の通知を

した日から14日 以内に協議が整わない場合には、甲が定め、乙に通知するこ

(と )第 1項に規定する部分引渡しに係る業務委託料

指定部分に相応する業務委託料× (1-前払金の額/業務委託料 )

(2)第 2項に規定する部分引渡しに係る業務委託料

引渡部分に穐応する業務委託料X(1-前 払金 1//ジ額/業務委託料 )
(横務羹機行為に係る契約の特員ll)
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第40条 債務負担行為に係る契約において、各会計年度における業務委託料の支払の眼度額 (以下
木条において 〒支払限度額」という。)は、次のとおりとするっ

年度        円

年度        閥

年度        開

2 支払眼度額に対応する各会計年度の渡行高帝定額は、次のとおりであるも
年度        円

午疲        関

年度        円

3 甲は、予算上の都合その他の必要があるときは、第 1項の支払眼度額及び前項の履行高予定額
を変更することができるぅ

(猿務鍵控行為に係る霙約鉾講麓李ムの特則 )

簾葉1粂 債務負担行為に係る契約の前金払については、第35条 中 〒契約書記裁の績行期限Jと ある
のは 「契約書記載の業務完了の時期 (最終の会計年度以外の会計年度にあつては、各会計年度

末)」 と、厠条及び第36条 中「業務委託料」とあるのは「当該会計年度の履行高予定額 (前会計

年度末における第38条第 1項の業務委託料相当額 (以下本条及び次条において
「
前会計年度末業

務委託料相当額こというじ)力式前会計年度までの履行高予定額を超えた場合において、当該会計

年度の当初 |こ部分払をしたときは、当該超i邑額を控除した額)ど とする。ただし、この契約を締

結した会計年度 (以下本条及び次条において 奮契約会計年度oと いう。)以外の会計年度におい

ては、乙は、予算の執行が可能となる時期以前に前払金の支払を請求することはできない。

2 前項の場合において、契約会計年度について前払金を支払わない旨が設計囲書に定められてい
るときには、同項の規定による読替え後の第35条第 1項の規定にかかわらず、乙は、契約会計年

度について前|と、金の支払を請求することができない。

3 第 1項の場合 tとおいて、契約会計年度に翌会計年度分の前払金を含めて支払 う旨が設計図書に
定められているときには、第 1項の規定による読替え後の第35条第 1項の規定にかかわらず、乙

:ま、契約会計年度に翌会計年度に支払うべき前払金相当分 (        円以内)を含め

て舗払金の支払を請求するとをができる。

4 第 1項の場合において、前会計年度末業務委託料相当額が前会計年度までの履行高予定額に達
しないときには、同項の規定による読誉え後の第35条第 1項の規定にかかわらず(乙は、業務委

託料相当額が前会計年度までの履行高予定額に進するまで当該会計年度の前払金の支払を請求す

ることができない。

5 第 1項の場合におとヽて、前会計年度末業務委記料′lヽ目当額が前会計年度までの履行高予定額に進
しないときには、その額が当該履行高 T′定額に達するまで前払金

′
Fう保証期限を廷長するモ)の とす

る。この場合においては、第36条第 4項の規定を読み替えて準用する。

罐 務羹握行鶏に線る霙綸の部分払の特興ll)

鉾42祭 債務負担行為に係る契約において、前会計年度末業務委託料相当額が前会計年度までの履
行高予定額を超えた場合においては、/_は注当該会計年度の当初に当該超過額 (以 下本条におい

て「履行高超過額」という。)について部分払を請求することができる。ただし、契約会計年度

以外の会計年度においては、乙は、予算の執行が可能となる時期以前に部分払の支払を講求する

ことはできない。

2 この契約において、前払金の支払を受けている場合の部分払金の額については、第38条第 6項
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及び第 7項の規定にかかわらず、次の式により算定する。

部分払金の額≦業務委託料相当額 X9/10-(議 会計年度までの支払金額十当該会計
年度の翻

`分
払金額)一 {業務委託料相当額― (前会計年度までの履行高予定額十履行高超

過額 }× 当該会計年度前払金額/当該会計年度の履行高予定額

3各会計年度において、部分仏を請求できるl口 l数はヾ次のをおりとする。
年度    1回

1                             年度     回
年度     回

(第量者による代理錢銀 )

簾軽条 乙は、甲の承諾を得て業務委託料の全部叉 tま一部の受領につき、第二者を代理人とするこ
とができる。

2 甲は、前項の規定により乙が第二者を代理人とした場合において、乙の提出する支払請求書に
当該第二者が乙の代理人である旨の明記がなさ漁ノているときは、当該第二者に対して第33条 (第

39条 において読み群えて準用する場合を含む。)又は第38条 の規定に基づく支払をしなけれyばな

らない。

(講李嵐譲等の不幸ムに対する業務申止 )

錢纂粂 乙はt甲 が第35条、第38条又は第39条第 1項若 しくは第 2項において読み誉えて準用され
る第33条第 2項の規定に基づく支林を遅延し、相当の期間を定めてその支払を請求したにもかか

わらず支払をしないときは、業務の全部又は一部を一時中止することができる。とい場合におい

ては、乙は、その理 F角 を明示した書面により、直ちにその旨を呵→に通角1しなければならない。

2 甲は、前項の規定により乙が業務を一時中止した場合において、必要があると認められるとき
は履行鶏蘭若しくは業務委託料を変更し、又は乙が増加費用を必要とし、若しくは乙に損害を及

ぼしたときは必要な費用を負担しなければならア浪`い。

(契約不透奮責任 )

第45条  甲は、引き渡された成果物が種類又は胴1質に関して契約の lスl容に適今しないもの (以下
「契約不適合どをいう。)であるときは、乙に対し、成果物の修補又は代林物の引渡しによる履

行の追完を請求することができる9

2 前項の場合において、乙は、甲に不ノl｀日当な負れを課するものでないときは、甲が請求 tァた方法
と異なる方法による履行の迫究をすることができるc

3 第 1項の場合において、甲が相当の期 F粛ヨを定めて履行の追完の確告をし、その期間内に履行の

追完がないときは、甲は、その不適合の程度に応じて代金の減額を請求することができる。ただ '

し、次の各弓
卜のいずれかに該当する場合は、催告をすることなく、直ちに代金の減額を請求する

ことができる。

(1)履行の追完が4く能であるとき。

(2)乙 が履行の追完を拒絶する意思を明確に表ネしたとき。

(3)成果物の性質叉は当事者の意思表示により、特定の日時叉は 定ヽの期 F譜写内に履行しなければ

契約をした日的を達することができない場合において、乙が履行の追完をしないでその時期を

経過したとき。

(4)前 3号に掲げる場合のほか、甲がこの項の規定による催告をしても履行の迫完を受ける見込

みがないことが明らかであるとき。

(霙籍不踵含責極錮 F目弓等 )
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第46条  甲は、引き渡された成果物に関し、第32条第 4項Xは第 5項 (第 39条においてこれらの規
定を準用する場合を含むも)の規定による引渡し (以下本粂において単に「引渡し」という。 )

を受けた日から2年以内でなければ、契約不適合を理由とした履行の追完の講求、損害員き償の講

求、代金の減額の請求又は契約の解除 (以下本条において
'請
求等」という。)をすることがで

きない。

2 前項の請求等は、具体的な契約不通合のプヽユ容、請求する損害額の算定の根拠等当該請求等の根
拠を示して、近の契約不適合責任をFH日 う意思を明確に告げることで行うし

3 甲が第 1項叉iま第 2項に規定する契約不適合に係る請求等が可能な期間 (以下この項及び第 6

項において「契約不適合責任期間Jと いう。)の 内に契約不適合を知り、その旨を乙に通知した

場合において、甲が通知から 1年が経過するまでに前項に規定する方法による請求等をしたとき

は、契約本邁合責任期間の内に請求等をしたものとみなすD

4 甲は、第 1項又は第 2頭の請求等を行つたときは、当該請求等の根拠となる契約不適合に関
し、民法の消滅時効の範囲で、当該講求等以外に必要と認められる請求等をすることができる。

5 前各項の規定は、契約不適合が乙の故意又は重遇失により生じたものであるときには適用せ

ず、契約不適合に関する乙の責任に′,いてユま、民法の定めるところによる。

6 民法第687条第 1項の規定は、契約不適合責任期間については適用しない。
7 甲は、成果物の引渡しの際に契約不適合があることを知ったときは、第1項の規定にかかわら

ず、その旨を直ちに乙に通知 しなければ、当該契約不適合に関する講求等をすることはできな

い。ただし、乙がその契約不適合があることを知っていたときti、 この眼りでない。

8 引き渡された成果物の契約不適合が設計図書の記載内容、甲の指示叉は貸与晶等の性状イこより
生じたk)のであるときは、甲は基該契約不適合を理由として、講求等をすることができない。た

だし、乙がその記載内容、指示又は貸与晶等が不適当であることを知りながを)これを通知しなか

つたときは、この限りでない。

(談費等不正行麹ぬ苺あつた場合の鷺約金等)

簾韓7条 乙 (設計共同体にあつては、その構成員)が、次に掲げる場合のいずれかに該当したとき

は、乙は、甲の請求に基づき、業務委託料 (こ の契約締結後、業務委託料の変更があつた場合に

4ま、変更後の業務委託料)の 10分のとに相当する額を違約金として甲の指定する期間内に支払わ

なけオしばならないc

(1)こ の契約に関し、乙が私的独占の禁止及び公正敢引の確保に関する法律 (昭和22年法律第54

号。以 下「独占禁止法Jと いう。)第 3条の規定に達反し、又は乙が構成事業者である事業者

団体が独占禁止法第 8条第 1瑛第 1号の規定に遵反したことにより、公正取引委員会がとに対

し、独占禁止法第 7条の 2第 1項 (独占禁止法第 8条の 31二おいて準用する場合を含む3)の
規定に基づく謀微金の納付命令 (以下「納付命令」という。)を行い、当該納付命令が確定し

たとき (確定した当該納付命令が独占禁止法第63条第 2項の規定により取り消された場合を含

むっ)。

(2)納付命令叉は独占禁止法第 7条若 しくは第 8条の 2の規定に基づく排除措蔵命令 (これらの

命令が乙叉は乙が構成事業者である事業者同体 (以 ド「乙等」という。)に対して行われたと

きは、乙等に対する命令で確定したものをいい、乙等に対して行われていないときは、各窪,宛

人に対する命令すべてが確定した場合における当該命令をいう。次号
・において「納付命令叉は

排除措置命令こという。)において、この契約に関し、独占禁止法第 3条又は第患条第 1項第

1号の規定に違反する行為の実行としての事業活動があったとさだRノたとき。

-14-



(3)論付命令又は排除措置命令により、乙等に独占禁 IL法第 3条叉は第 8条第 1項第 1号の規定

に違反する行為があったとされた期間及び当該違反する行為の対象となった取引分野が示され

た場合において、この契約が、当該期間 (これらの命令に係る事件について、公正取引委員会

が乙に対し納付命令を行い、これが確定したときは、導該納付命令における課徴金の計算の基

礎である茎該違反する行為の実行期間を除くっ)に入札 (_見積書の提出を含むc)が行われた
k)の であり、かTつ、当該取引分野に該当するものであるとき。

(4)こ の契約に関し、乙 (法人にあつては、その役員又は使用人)がテ1法 (明治40年法律第45号)第

198条 又は独占禁止法第89条第 1項若 しくは第95条第 1項第 1号に規定する刑が確定したと

き。

2 乙が前項の違約金を甲の指定する鐵 F・弓内に支払わないときは、乙は、当該期間を経過した日か
ら支払いをする日までの日数に応じ、文怒遷延防止法第 8条第 1項の規定に基づき定められた率

の割合で計算した額の避延利瘤、を甲に支払わなければならない。

(甲 嬢罐警とこよる解除権 )

繁轟8条  甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、本目当の期 F臓与を定めてその履行の絆告を
し、その期間内に履行がないときはこの契約を解除することができるcただし、その期間を経過

した時における債務の不履行がこの契約及び取引上の社会通念に照らして軽微であるときは、こ

の限りでない。

(1)第 5条第 4項に規定する書類を提出せず、叉 |ま虚偽の記載をしてこれを提出したときぅ

(2)正当な理由なく、業務に着手すべき期目を過ぎても業務に着手しないときc

(3)履行期間内に完成しないとき又は履行期間経過後相当の期間内に業務を完了する見込みがな

いと認められるとき。        
・

(4)管理技術者を設置しなかったとき。

(5,正当な理由なく、第45条第 1瑛の履行の追完がなされないときふ

(6)前各号に掲げる場合のほか、この契約に違反したとき。

(甲 ∞罐舎によらない解除権 )

鏡4鬱粂 甲は、みが次の各矛のいずれかに該当するときは、直ちに契約の解除をすることができ
る。

(1)第 う粂第 1項の規定に違反 して業務委託料債権を譲渡したとき3

(2)第 5条第 4項の規定に違反 して譲渡により得た資金を当該業務の履行以外に使用したとき。

(3)と の契約の成果物を完成させることができないことが日月らかであるとき。

(4)引 き渡された成果物に契約不適合がある場合において、その不通合が成果物を除到とした上で

再び履行しなければ、契約 /ア)目 的を達成することができないものであるとき3

(5)乙 がこの契約の成果物の完成の債務の履行を拒絶する意思を明確に表示したとき。

(6)乙の債務の一部の履行が不能である場合又は乙がその債務の一甜
`の

履行を拒絶する意思を日プ1

確に表示 した場合において、残存する部分のみでは契約をした日約を連することができないと

き。

(7)契約の成果物の性質や当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間内に履行しなけ

れば契約をした目的を達することができない場合において、乙が履行しないでその時期を経過

したとき。

(8)前各号に掲げる場合のほか、乙がその責務の履行をせず、乙が前条の催告をしてく)契約をし

た目的を達するのに足りる履行がされる見込みがないことが明らかであるとき。
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(θ)暴力国 (暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律 (平成 3年法律第77勒 第 2条第

2号に規定する暴力団をいう。以下本条において同じし)叉は暴力団員 (暴力国員による不当

な行為の防止等に関する法律第 2条第 6号に規定する暴力団員をいう。以 下本条において同

じ.)が経営に実質的に関与していると認められる者に業務委託料債権を譲渡したとき。
(10)第52条又は第53条の規定によらないでこの契約の解除を申し出たとき。

(■ )乙 (産が共同企業体であるときは、での構成員のいずれかのをっ以下この号において同

じ。)が次のいずれかに該当するとき。

イ 役員等 (乙が個人である場合にはその者その他経営に実質的に関与している者を'、 乙が法
人である場合にはその役員、その支店叉は常時建設コンサルタント業務等の契約を締結する

事務所の代表者その他経営に実質的に関与している者をいうっ以下この号において同じ。 )

が、暴力制又は暴力瀾員であると認あられるときё

口 役員等が、自己、白社若 しくは第二者の不正の利益を図る日的叉は第三者に損害を加える
目的をもつて、暴力団又は暴力団員を利用するなどしていると認められるとき。

ハ 役員等が、暴力団又は暴力脚i員 に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的
あるいは積極的に暴力国の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められるとき。

二 役員等が、暴力団または暴力団員であることを知 りながらこれを不当に利用するなどして
ヤヽると認められるときも

ホ 役員等が、暴力H叉は暴力田員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められる
とき9

へ 再委託契約 )(はその他の契約に当たりその相手方がイからホまでのいずれか :こ該当するこ
とを知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。

卜 乙が、イかを)ホ までのいずれかに該当する者を再委託契約又はそ1/1他の契約の相手方とし
ていた場合 (へに該当する場合を除く。)に、甲が乙に対して導該契約の解除を求め、乙が

これに従わなかったときっ

(甲 の任意解除捨 )

繁50条 甲は、業務が完了するまでのF日再は、前 2条の規定によるほか、必要があるときは、この契
約を解除することができる。 ｀

2 甲は、前項の規定により契約を解除学た場合において、乙に損害を及ぼしたときは、その損害
を賠償 しなければならないざ

(甲 鶴愛鶴|こ婦すべき事幾縄よる場合の解際の制騒 )

第51粂 第48条各号叉は第49条各号に定める場合が甲の責めに帰すべき事曲によるものであるとき
は、甲は、第48条叉は第49条の規定による契約の解除をすることができない。

(乙の催警 t毯よる解除罐〕   ′

簾52条  乙は、甲がこの契約に違反したときは、相当の期間を定めてその履行の催告をし、その期
間内に履行がないときは、この契約を解除することができる。ただし、その翔聞を経過した時に

おける債務の不履行がこの契約及び取引上の社会通念に照ら警て軽微であるときは、この限りで

ない。

(Zlの催善によらなしヽ解除権 )

簾53粂 乙は、次の各移のいずれかに該当するときは、直ちにこの契約を解除することができる。
(1)第 19条の規定により設計図書を変更したため業務委託料が 3分の 2以上減少 したときё

(2)第20条の規定による業務の履行の中止期間が履行の10分の 5(履行の10分の 5が 6月 を超え
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るときは、 6月 )を超えたときっただし、中止が業務の ^都のみの場合は、その ^部を除いた

他の部分の業務が完了した後 8月 を経過して )ヽ、 なおその中止が解除されないときし

(乙の麓めに婦すべき事畿による蟻舎の解除の制限)

繁5轟条 第52条又は前条各号に定める場合が乙の責めに帰すべき事出によるものであるときは、乙
|よ、前 2条の規定による契約の解除をすることができない。

〔鰈籐録動纂)

繁壽粂 この契約が解除された場合には、第 と粂第 2項に規定する甲及び乙の義務は消滅する。た
だして第39条 に規定する部分引渡しに係る謀分については、この眼りでない。

2 rliは、前項の規定にかかわらず、この契約が解除された場合において、乙が既に業務を完了し

た部分 (第 39条の規定により部分引渡しを受けている場合には、当該引渡部分を除くくらのとし、

以 下「既履行引
`分
Jと いうぅ)の 引渡しを受ける必要があると認めたときは、既履行群分を検査

の上、当該検査に合格した部分の引渡しを受けることができる。この場合において、甲は、碧該

引渡しを受けた既縦行部分に相応する業務委託料 (以下本条及び次条において「既鷹行部分委託

料Jと いう。)を 乙に支払わなければならない。

3 前項に規定する既履行部分委託料は、甲乙協議して定める全ただし、協議開始の爾から14日 以
内に協議が整わない場合には、甲が定ハノ)、 乙に通知する。

(解籐ここ鐸う措置 )

繁50巽  この契約が解除された場合におヤ`て、第35条 (第 41条において読み替えて準用する場合を
含む9)の規定による蒔1払金があったときは、乙は、第48条又t=第49条 の規定による解除 :こ あっ
ては、当該前払金の額 (第 39条第 1項叉は第 2項の規定により部分引渡し/を しているときは、そ

の淑
`分
引渡し|三おいて償却した前払企の額を控除した額)に当該前払金の支払の日から返還の厨

までの日数に応じ支払遅延防止法葬 8条第 と項の規定に基づき定められた率 `′Ⅲ割合で計算した額

のオ、
‐ll起、を付した額を、第50条 、第52条 叉tま第53条の規定による解除にあっては、当該前払金の額

を甲に返還しなければならないっ

2 前項の規定にかかわらず、契約が解除され、かつ、前条第 2項の規定により既履行部分の引渡
しが行われる場合において、第35条 (第 41条 において読み替えて準用する場合を含む。)の規定

による前払金があったときは、甲は、当該前払金 (第 39条第 1項又は第 2項の規定による部分引

渡しがあつた場合は、その部分引渡しにおいて償却 した前払金の額を控除した額)を前条第 3項

の規定により定められた既履行部分委託料から控除する。この場合において、受領済みの前払金

になお余剰があるときは、乙は、第48条 又は第49条の規定による解除にあつては、当該余剰額に

前払金の支払の日から返選の日までの用数に応じ支払遅延防止法第 8条第 1項の規定に基づき定

められた率の割合で計算した額の利息を付した額を、第50条 、第52条叉は第53条の規定による解

除に姦つては、当該余剰額を甲に返還しなければならないじ

3 乙は、この契約が成果物の完成前に解除された場合において、貸与品等があるときは、当該貸
与晶等を甲に返選しなければならない。この場合において、当該貸与品等が乙の故意又は過失に

より滅失叉はき損したときは、代晶を線め、若しくは原状に復 して返還し、又は返還に代えてそ

の損害を賠償しなければならない。

4 乙は、この契約が解除された場合において、作業現場に乙が所有又は管理する業務の出来形部
分 (第 39条第 1項又は第 2項に規定する部分引渡しに係る部分及び前条第 2項に規定する検査に

合格した既履行部分を除くし)、 調査機械器具、仮設物その他の物件 (第 7条第 3項の規定によ

り、乙から業務の一引
`を

委任され、又は請け負った者が所有又は管理するこれらの物件及び貸与
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晶等のうち故意又は過失によりその返還が不可能となつたものを含む。以下次頂において同

じ。)があるときは、乙は、当該物件を婦t‐去 し、又は作業現場を修復し、敢片付けて、甲にB月 け

渡さなければならない。

5 前項に規定する撤去叉は修復若しくは取片付けに要する費用 (以下本項及び次項において 「撤
去費用等Jと いう。)は、次の各号に掲げる撤去費用等につき、それぞれ各号・に定めるところに

より甲叉は乙が負担する。

(1)業務の出来形都分に関する撤去費用等

契約の解除が第48条又は第49条によるときtま 乙が負担し、第50条、第52条又は第53条による

ときは111が負担する。

(2)調査機械器具、仮設物その他の物件に関する撤去費用等

乙が負担する。

6 第 4項の場合すこおいて、乙が正当な理由なく、相当の期間内に当該物件を撤去叉は作業現場の
修復若 しくは取片付けを行わないときは、甲は、乙に代わって当該物件の処分又は作業現場の修

復若しくは取片付けを行 うことができる。この場合においては、乙は、甲の処分又は原状回復若

しくは敢片付けについて異議を申し出ることができず、また、甲が支出した撤去費用等 (前項第

1号・の規定により、埼lが負担する業務の出来形部分に係るものを除く。)を負担しなければなら

ないっ

7 第 3項前段に規定する乙のとるべき措置の期限、方法等については、契絢の解除が第48条又は
第49条によるときは甲が定め、第50条、第52条又は第53条の規定によるときは乙が甲の意見を聴

いて定めるものとし、第 3項後段及び第 4項に規定する乙のとるべき措置の期限、方法等につい

ては、甲が乙の意見を聴いて定めるものとするっ

8 成果物の完成後にこの契約が解除された場合は、解除に伴い生じる事項については甲及び乙が
民法の規定に従って協議して決める。

(甲の損害購攘講泰籍 )

第57条  甲は、乙が次の各号のいずれか :こ該当する場合は、こねノによつて生じた損害の賠償を請求
することができる。

(1)履行期間内に業務を完 了することができないときc

(2)と の成果物に契約不適合があるときG

(3)第 4:8条又は第49条の規定により、成果物の完成後にこの契約が解除されたとき。

(4'前 3号に掲げる場合のほか、債務の本旨に従った履行をしないとき又は債務の履行が不能で

あるとき。

2 次の各号のいずれかに該当するときは、前項の損害賠償に代えて、乙は、業務委託料の10分の
1に相当する額を違約金として甲の指定する期間内に支払わなければならない。

(1)第48条叉は第49条の規定により成果物の完成前にこの契約が解除されたとき。

(2)成果物の完成前に、乙がその債務の履行を推否し、又は、乙の責めに帰すべき事由によつて

乙の債務について履行不能となったとき。

3 次の各号に掲げる者がこの契約を解除した場合は、前項第 2号に該当する場合とみなす。
(1)乙について破産手続 F,ll始の決定があった場合において、破産法 (平成 16年法律第75号)の規

定により選任された破産管財人

(2)乙 について更4手続開始の決定があつた場合において、会社更生法 (平成 14年法律第154

号)の規定により選任された管財人
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(3)乙 について再生手続開始の決定があった場合におヤヽて、民事再生法 (平成■年法律第225

号)の規定により選任された再生債務者等

4 第 1項各号又は第 2項各号に定める場合 (前項の規定により第 2項第 2号に該当する場合とみ
なされる場合を除く。)が この契約及び取引上の社会通念に照らして乙の責めに帰することがで

きない事由によるものであるときは、第1項及び第 2項の規定は適用しない。

5 第 1項第 要号に該当し、甲が損害の賠償を請求する場合の講求額は、業務委託料から部分引渡
しを受けた部分に相応する業務委託料を控除した額につき、遅延 日数に応じ、支払遅延防止法第

8条第 1項の規定に基づき定められた率の割合で計算した額をとする。

6 第 2項の場合 (第 49条第9聯及び第 11移の規定により、この契約が解除されて場合を除くc)
において、第 4条の規定により契約保証金の納付叉はこれ ,こ代わる担保の提供が行わ液′ていると

きは、甲は、当該契約保証金又は担保をもつて同項の違約金に充当することができる。

(乙嬢攘審購罐議求等)

繁58粂 乙は甲が次の各号のいずれかに該当する場合はこれによつて生じた損害の賠償を講求する
ことができる。ただし、当該各号に定める場合がこの契約及び取引 との社会通念に照らして甲の

責めに帰することができない事出によるものであるときは、この眼りではない。

(1)第 52条 _又は第53条の規定によりこの契約が解除されたときっ

(2)前号に掲げる場合のほか、債務の本旨に従った履行をしないとき又は債務の履行が不能であ

るとき。

2 第33条第 2項 (第 39条 において準牌する場合を含むc)の規定による業務委託料の支払が遅れ
た場合においては、乙は、未受領企額につき、遅廷 閣数に応 じ、支払遅延防 iL法第 8条第 1項の

規定に基づき定められた率の割合で計算した額の遅廷不H息の支払を甲に請求することができる。

(繰嬢)

簾5鬱条 乙は、設計図書に基づき火災保験その他の保険を付したとき又は任意に保険を付している
とき4ま、当該保険に係る証券叉争まこれに代わるものを直ちに「ドに指示しなければならない。

(購錢金等の徹収)

第60条  乙がこの契約に基づく賠償金、損害金又は違約金を甲の指定する期間内に支払わないとき
は、甲は、その支払わない額に甲の指定する期間を経過した日から業務委託料支払の目まで支林

避延防虚法第 8条第 1項の規定に基づき定められた率の割合で計算した利息を付した額と、仕,つ

支払 うべき業務委託料とを相殺 し、なお不足があるときは迫徴する。

2 前項の追徴をする場合には、甲は、乙から遅廷 日数につき支払遅延防止法第 8条第 1項の規定
に基づき定められた率の割合で計算した額の延滞金を徴収する。

(紛攀鶴鰈決)

簾観粂 この契約書の各条項において甲乙協議して定めるものにつき協議が整わなかったときに甲
が定めたものに乙乃ミ不服がある場合その他契約に関して甲乙間に紛争を生じた場合には、甲及び

乙は、協議の上調停人を選任し、当該調停人のあっせムノ又はp″口l停によりその解決を図る。この場

合において、紛争の処理に要する費用については、甲乙筋議して特別の定めをしたものを除き、

甲とととがそれぞれが負担する。

2 前項の規定にかかわらず、管理技術者又は照査技術者の業務の実施に関する紛争、乙の使用人
又は乙から業務を委任され、又は講け負つた者の業務の実施に関する紛争及び調査職員の職務の

執行に関する紛争については、第 14条第 2頭の規定により乙が決定を行った後若 しくは同条第 4

項の大捉定により甲が決定を行つた後又は甲若しくは乙が決定を行わずに同条第 2項若しくは第 4
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項の期 F脅号が経過した後でなければ、甲及び
=と

は、第 1項のあつせん又は調停の手続きを請求する

ことができない。      ′

3 甲又は乙は、第 1項に規定する紛争解決の手続きを経た後でなければ、同項の甲乙間の紛争に
ついて民事訴訟法 (明冶23年法律第29号)に基づく訴えの提起又は民事調停法 (昭和26年法律第

'22め
に基づく調停の中立てを行うことができない。

(契約外の事項)

第62条 この契約書に定めのない事項については、必要に応じて甲乙協議して定める。ヽ

附則

この告示は、令和 6年 8月 23日 から施行し、令和 6年 9月 1日 以降に指名通知叉は入札公告する

ものから適用する。
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